























































































































































































































































































































































































































































































































国際公共政策研究224 第12巻第 2 号
国の知識や物質、兵器はソ連の協力の度合いに応じて段階的に提供するとしていた??）。
　この報告書の内容を国連へ提出する議案づくりは、バルーク（?????????????????）が担当した。
バルーク案（原子力国際管理案）はアチソン・リリエンソール案の基本路線を踏襲したが、米国の
安全保障を守るという点が強調された。原爆開発段階にあったソ連は、査察と国際管理を重視した
バルーク案に難色を示した??）。
　同時期に、米ソ関係の悪化の引き金となるできごとが複数おこった。まず、??年 ?月 ?日に行わ
れたスターリン（?????????????）の演説だった。戦争で浪費した??年分の開発を ?年で達成すると
した ?ヵ年計画の発表で、米国では、この演説を第三次世界大戦の宣戦布告と受け取るものもいた。
次は、同年 ?月??日にケナン（????????????????）が国務省に送り、対ソ強硬路線「封じ込め」
政策に発展した長文の電報だった。そして、ソ連の東ヨーロッパへの勢力拡大を案じていたチャー
チル首相（?????????????????）が同年 ?月 ?日に「鉄のカーテン」演説をした。このような状況
から米ソ関係がさらに悪化し、米政権は「トルーマン・ドクトリン」や「マーシャル・プラン」を
出し、???機構を法的に認めて「大統領の第一軍事アドバイザー」と明記した国家安全保障法が成
立した。
おわりに
　トルーマン大統領は原爆製造の詳細な情報を持たず、ソ連との友好関係構築に期待を持ちなが
ら、核兵器の国際管理の道を模索していた。しかし軍部は敵国が原爆を手にすることを懸念し、必
要な分析を始めた。統合情報委員会（???）はソ連の脅威や原爆開発の能力を分析し、「ソ連が原爆
を ?年から??年で手にする。脅威は差し迫ってはいないものの、そのような状態は長く続かないと」
として、原爆を使った対ソ攻撃目標を選定した。米ソ両国の原爆能力に格差があり、米国は優位性
を保てると推定した。しかし、もし敵が原爆で攻撃をしてくればそれを防ぐ術がないことから、侵
略軍の配置が明らかになれば米国は原爆も考慮にいれた第一撃を行うという、これまでとは異なっ
た政策概念の必要性を指摘した。
　「抑止の概念」もこの時期に???で議論され、原爆の使用の威嚇で敵の降伏をもたらす考えが示
された。原爆の数は限定的であり、最大限の効果を引き出すためには大規模反撃が有効であると、
即時対応の重要性を指摘した。即座に原爆の報復攻撃を受ける脅威を与えることが重要で、米国へ
の攻撃の継続を不可能にするだけでなく、攻撃開始そのものを阻止するとして、「即時報復戦力」
を維持しなければならないと説明した。また核抑止とは、軍事的に強靭な意志を持ち、もしこちら
を攻撃するなら、我々は破壊する用意があると敵の指導者を納得させる能力のことであると定義づ
けた。
??）???????????????????????????????????
??）????????????
1947年国家安全保障法成立までの核抑止戦略の胎動 225
　戦争計画の基盤となった「ピンチャー戦争計画」では原爆の数が限られ、攻撃目標システムの詳
細は今後の課題とした。その研究と並行して、産業動員用の指針も作成され、そこでは産業目標だ
けでなく、ソ連国民も原爆の標的とした。
　第二次世界大戦後から??年の国家安全保障法成立までの時期に、原爆の国際管理ができないこと
を想定したうえで原爆の使用計画を含む戦略分析が進められた。抑止が破綻したさいの核の使用計
画という点では原爆の数量に限界があり、「机上の作戦」の域を出なかったが、トルーマン大統領
が核の国際管理を模索していたこの時期に、核抑止戦略につながる分析が始まっていた。
